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1　開発途上国への多国籍企業の進出
　多国籍企業の存在は，古くからみられることであって，通商や海運などの部
門からはじまり，資源開発のための諸部門へと，資本主義の発展にともない，
先進資本主義諸国の要求に応じて発展した。そして，直接投資によってその企
業の活動を国外に拡大していくというこの過程は，資本主義諸国の植民地領有
’と結合していたのであった。だから，そこでの多国籍企業は，一方では本国の
国家権力の支配という状況のもとではじめて進出しえたのであるが，他方では．
その他の地域＝植民地外への進出は他の列強諸国の権力によってはぽまれてい
たのであるω。したがって，第二次大戦前においては，多国籍企業化の過程
は，地域的に一定の制限をうけざるをえなかったし，また多国籍企業化の過程
自体も本国の資本主義的発展にとも・なって生じてくる産業に限定されることに．
もなっていたのである。だから，第二次大戦後において多国籍企業のいっそう
の拡大がみられることは，資本主義の新しい発展の局面を表現しているのでは
あるが，それが帝国主義の主要な構成部分である植民地体制の崩壊過程を前提
としているところに，資本主義の危機の深化をも内包しているのである②。こ
の多国籍企業化の過程のもつ矛盾は，開発途上国においてよりするどくあらわ
れている。
　第二次世界大戦後の植民地体制崩壊の過程において，多国籍企業化の過程は、
いっそう急速にすすんだ。そして，そのなかで巨大なものは，一国の国民経済
の規模をはるかにこえている㈲。アジア，アフリカなどかつて植民地であった
広大な地域で多くの国家が独立し，諸民族が主権を確立し，植民地は地上領土
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の4％未満になっている（4）。このような状況をも考慮に入れると，植民地体制
の崩壊の過程，ないしはその過程でつくられた新たな条件が多国籍企業の発展
にとって，より有利な条件となっているようにみえる。例えぽ，アメリカの多
1国籍石油企業9社の世界的進出状況をみると，その子会社合計数は1939年の
，351にくらべて，1957年786，1967年1，442という増加ぶりで，1967年の子会社
数は57年のそれの約2倍，戦前のそれにくらべると，4倍強にもなっており，
そ’れらは全世界に分布しているのである㈲。
　このような急速な多国籍企業化の過程を国外に対する直接投資の発展状況か
ら考察してみよう。開発途上国に対する1971年のDAC諸国の直接投資額は39
億5，750万ドルで，そのうちの22億1，　OOO万ドル（約56％）はアメリカであった。
一アメリカの傾向をみると，60年代を通じて平均10．7％で増加している。（D
AC全体では7．9％）また資本流入額全体にしめる直接投資の比率をアメリカの
場合にみると，1960－61年の18．2％から1970－71年には32．2％に増加してい
る（6）。量的面からみてもこのアメリカの動向は開発途上国全体に大きな影響を
もっていて，それら諸国の資本主義的諸関係の発達と不可分に結びつきつつ，
一その海外直接投資を発展させているようである。だから，開発途上国に対する
直接投資の地域的分布の状況をみると，資本主義的諸関係の比較的発達してい
るラテソ・アメリカに集中していた。国連の報告書によると，1967年の開発途
上国に対する直接投資のなかで，ラテソ・アメリカは55％をしめていた。そし
てその内容をみると，他の地域にくらべて製造業の比率の高いのが目につくの
“である。すなわち，直接投資のうち，製造業が南米では39％，中米では31％し
．めていた（7｝。
　さらに最近の趨勢を多国籍企業の子会社数かちみてみよう。開発途上国にお
・けるアメリカ多国籍企業の海外子会社数をみると，1950年には2，760社であっ
’たものが，1966年には7，718社になっている。これを世界全体のなかでしめる
．比率でみると，37，2％から33．2％に低下しているのであるが，開発途上国自体
での年間成長率をみると，1950－57年の5．6％から，1957－66年の7，4％へと上
三昇している。とくにアジアにおいては，4．8％から9．2％へと高くなっているの
　（537）　　　　　　　　　開発途上国における多国籍企業についての一考察　　47
が目立っている（8）。これらの数字から60年代半ばまでは多国籍企業の主たる活
：動地域はヨーpッパであったのであるが，開発途上国でもしだいに進出のテン
ポが速くなってきていることがはっきりしている。この傾向は，アメリカ以外
の国々における独占資本による多国籍企業化の過程が発展してくるにしたがっ
て，よりいっそう促進されてくるのである。
　開発途上諸国は植民地時代の停滞した経済から自立的に発展していく経済へ
の転換をとげるために努力をしている。したがって直接投資の増大と多国籍企
業の活動の拡大をただちに植民地における本国資本の植民地経営と同一視する
ことはできない。しかし，他方では，第二次大戦後いちはやくカナダやヨーロ
ッパに進出したアメリカ多国籍企業によってぴきおこされている問題が，開発
途上国においては，より深刻なかたちで提起されてくるのではないかと危惧さ
．れている〔9）。節をあらためて，いくつかの問題点をあげたいと思う。
（1＞1930年代末での南アジア，東南アジアでの対外投資をみると各植民地での投資の
　ほとんどが宗主国資本である。　（国連編「アジア経済年報1971年」14頁）
（2）世界資本主義の危機という問題提起については町田実「世界資本主義の危機と多
　国籍企業」（「商学論纂」第15巻第6号）および北田芳治「多国籍企業と世界資本主
　義」　（岡倉古志郎編「現代日本資本主義1世界と日本」1973年）参照。
（3）　「ゼネラル・モーターズの年間売上高250億ドルより少ないGNPの国が約130も
　ある」　（レイモン、ド・バー一ノン著雷見芳浩訳「多国籍企業の新展開」1973年8頁）
〈4）　E・ジュー一コフ他著「第三世界」88頁。
く5）　レイモンド・バーノン著前掲書35頁。
f（6）United　Nations；Multinational　Corporations　in　Wor】d　Development，1973，
　p．173，
’（7）　U．N．；cp，　cit．，pp．18－19，
（8）　U．N．；op．　cit，，p．143．
⑲）　「植民地化の問題は，セルバン・シュレベールの分析にもかかわらず，ヨーロッ
　パの企業が決して弱体ではなく強力なので，実際にはヨーロッパの問題なのではな
　い。植民地主義は開発途上国の問題なのである。開発途上国では国営企業も私的資
　本もきわめて弱体で，、いかなる点でも先進世界の強力な企業組織の離ではないので
　ある。」（スティーブン・ハイマー，ロバート・ローソン「多国籍企業と国際的寡占」
　〈C・P・キンドルバーガー編「多国籍企業」1971年91頁〉）
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2　開発途上国の特質と多国籍企業
　開発途上国を総称して「第三世界」と呼んでいるが，この地域の多くは列強
の植民地であった。したがって，植民地体制の崩壊の開始という視点からその
特徴をまず考察しておかなけれぽならない。植民地体制は各帝国主義国が海外
進出を最も有利に完全に行いうる地域として植民地を領有・支配することを中
心として確立した体制であるのだから，その体制の崩壊がはじまったというこ
とは，帝国主義的進出にとってはきわめて重大な問題であるω。事実，一部で
はあるが，帝国主義的進出が完全に排除されてしまっている地域もすでに存在
している。しかしながら，独立国家の出現による植民地体制崩壊の開始がただ
ちに帝国主義的進出の排除を意味しているわけではない②。
　国家主権の確立ということは，ある特定国の植民地領有からぬけだしたとい
うことである。すなわち，資本主義的に発達した帝国主義国家が，その国家形
態を他の民族を支配しその民族の居住している地域を領有するという形態をと
って拡大していた，その形態が崩壊したことを意味している。つまり，ある1
国の国家形態が，植民地領有という形態をとって直接的に外にむかって拡大す
ることが不可能になったのである。ところが，他方，国家主権を確立すること
によって出現した開発途上国は，もはや特定国の国家形態に包摂されていると
いう状態ではなくなってはいるが，資本主義世界市場のなかにあって，完全に
自立した国民経済的基盤をもった独立国家として存在しうるわけではない。し
たがって国家的独立はたしかにある特定国の帝国主義的支配である植民地領有
を否定したが，そのことがただちに帝国主義的進出一般を否定しえたわけでは
ない。国家の独立が即帝国主義的進出一般の否定ではないけれども，独立後の
国家の政策がそのような方向を目ざす場合もありうる。人民民主主義を経て社
会主義を目ざした国はその典型であるが，そのように明確な政策をとらなくて
も，しだいに帝国主義の権益全般を排除していくナショナリズムの強力な推進
を実行しようとした国拡多く存在している。第二次大戦後，こうした事例は帝
国主義的進出とはげしく衝突し，国際的に干渉戦争，クーデター，軍部独裁の
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出現等といった事件となって現象している。
　開発途上国が独立国にふさわしい国民経済的基盤を形成することには多くの
困難がともな灸ため先進国の援助を必要とする〔3｝。帝国主義的進出一般を否定
することなく，先進国の援助に依存しながら自立的国民経済を形成しうるかと
いう問題はここでは議論の対象としてとりあげえないが〔4㌧　いずれにしろ開発
途上国の多くはこの方向をすすみはじめたのであり，アメリカを中心とする先
進諸国は，このような方向にむかう開発途上諸国を前提に対外的進出を展開し
はじめたのである。
　帝国主義的進出一般とはどのようなことをさすのか。まず第1に，先進諸国
の独占資本の権益が保障され，その進出の自由が基本的に確立されていること
である。植民地領有のもとでは，宗主国資本が，植民地経済の中核を形成して
いたが，その権益が一掃されず，基本的に残っていることを意味するので開発
途上国での独占資本の進出を単純に民間資本の自由な活動として把握すること
は不充分であって，やはり帝国主義的進出として理解される。この点は以下に
あげる諸点と関連させて認識すれば，いっそう明らかになる。
　第2に，開発途上国の政府が必要とする援助は，先進国民間資本の自由な活
動を保障することを条件に，ないしはそれを前提として提供される。植民地に
かわって出現した独立諸国が先進国資本の権益と自由な活動を保障するよう先
進国側から枠をはめられることは特定の帝国主義国にとっての利害をこえて，
帝国主義諸国全体の支配維持のためにさしせまった重要性をもっていた。1951
年のアメリカの相互安全保障法による援助は，軍事援助が中心で，軍事力によ
るさしせまった危機の回避が課題となっていたことをあらわしているが，1954
年相互安全保障法では，民間投資（海外）活動の促進を計ることに主眼がおか
れていた。だから，アメリカは，この政策にそって1961年末までに40の低開発
諸国と投資保障協定を結んだのである（5｝。このほかに公法480号にもとつく食
糧援助協定，軍事援助と一体をなしているSEATO，　CENTOなどの集団
防衛機構は，まず第一義的には，．アメ、リカの支配，利益を擁護するものではあ
るが，・それらは植民地領有と異なり，帝国主義支配一般の擁護として機能した
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のである。
　第3に，国家資本の輸出がある。開発途上国が独立した国家として，また植
民地からの独立の意義を実現していく国家として存在しつづけるためには，何
をおいても経済開発を必要としていた。他方独占資本主義は，金融独占と国家
の癒合にまですすみ，国家による資本の蓄積と国家財政を通じての投資活動が
大規模に展開されるようになっている。このような両者の要因は資本主義列
強，とくにアメリカからの開発途上国に対する大規模な国家資本の輸出となっ
てあらわれた。この国家資本の輸出は，たんに開発途上国への開発要求にこた
えるという，受動的なものではなく，帝国主義体制の維持を目的とするきわめ
て積極的意味をもつものである。
　この国家資本の輸出は，軍事援助，経済援助など各種の援助からなりたって
いて，世界銀行などの国際機関を通じて供与されるものもあるが，ほとんどは
2国間の援助協定にもとついて実行されている。開発途上国に対する援助は50
年代後半に入って増加していき，アメリカは当時年間約30～35億ドルにのぼる
援助を第三世界の開発途上国におこなってきた。
　こうして特定の帝国主義国の植民地領有はほぼなくなり，植民地体制が崩れ
はじめたが，アメリカを中心にあらたに形成されたいわゆるパックス・アメリ
カーナは，、開発途上国の主権国家としての独立，さらには一定の経済開発をも
前提にしながら，ないしは経済開発（自立か否かについてはここではふれない）を
すすめることによって，世界市場をより拡大しながら，帝国主義的支配をつづ
けていく新たな体制をその内容としていたのである。そして，このなかでここ
での主題である多国籍企業の活動の展開にとって重要な役割を演じたのが，援
助といわれている国家資本の輸出である。そこでその特徴と傾向について少々
ふれておこう。
　開発途上国に対する先進国の援助は1960年代になってOECDの成立などに
よって新しい時期に入るが，アメリカの中心的役翻は変っていない。アメリカ
の比率は年々低下していくが，OECD，　DACなどの成立によって，アメリ
カを中心とする先進国集団がより組織的に支配体制をつくりあげている（集団
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的植民地主義）ところに特徴がある。
　援助のなかで，第1に重要な部分は軍事援助で，第三世界における非資本主
義的な方向での発展の道を阻止しておくためにも重要な意味をもっている。ア
メリカの軍事援助が開発途上国のこうした動きを封じることを目的にしている
ことが，1960年代後半にはっきりしてきた。アメリカの軍事援助を1950－63年
合計と1964－69年合計にわけてみると，その総額にしめる西欧の比重は48．3％
から11．8％に低下し，逆に極東の比重は25．7％から48．5％に増加し，ラテソ・
アメリカが1．4から5。8％に中東・南アジアが15．5から26％に各々増加している
のである〔6＞。
　世界的支配体制擁護のための軍事援助がますます重要性を発揮しているな
かで，アメリカ自身もAIDの設置で開発援助体制を整備・強化し，国際的に
も協力機構をつくりあげるなど，60年代の開発援助体制は帝国主義支配体制の
重要な構成部分として確立し，機能しはじめたのである。軍事援助にひきつづ
き，第2としては，開発援助のほとんどがイソフラストラクチャーに対するも
ので，国民経済の基盤となる工業建設は対象になっていない（7）。このインフラ
ストラクチャーに対する援助は，開発途上国にとって本源的資本蓄積の意味を
もっているわけで，AALA地域における資本主義的諸関係の発展には大きな
役割をはたしているということができよう。この意味において，この開発援助
は開発途上国の国家権力の基盤を強化することにもなったのであるが，しかし
またこの援助のうちしだいに借款部分が増加していく　（すなわち60年代に入って
贈与は大幅に減少した）ことによって，開発途上国の累積負債は経済的基盤を逆
に弱める働きに転化していくのである〔8｝。これは新植民地主義のもつ矛盾のひ
とつであるが，ここでは詳論をさける。
　第3に，開発援助は，たんにイソフラストラクチャーの整備にとどまってい
るわけではなく，民間資本の活動を直接的に援助しているのである。各国で国
家資本主義の一部を構成するものとして設立された金融公社ないしは投資銀行
は，その資金の多くをアメリカないしは先進諸国からの援助に依存し，貸付の
対象を技術導入，合弁会社など先進国から進出してきた独占資本の支配する企
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業においているのである（9）。また公法480号による食糧援助で積立てられてい
る見返資金の一定部分はアメリカの民間資本の活動のために使用されることに
なっているのである〔iq。こうしてAALAにおける先進国民間資本の進出は60
年代に入ってきわめて活発になってきたのである。
（1）　「植民地制度の崩壊は，帝国主義の支配の深刻な動揺であり，その歴史的危機で
　ある。植民地に対する抑圧民族の国家権力の直接の行使という単純明快な関係にか
　わって，諸主権国家の国際的な関係を通ずる異民族支配という複雑な関係が登場せ
　ねばならず，支配・従属の関係が流動的になるのをまぬかれない。」（北田芳治「植
　民地体制の崩壊」＜島恭彦他編「新マルクス経済学講座4現代資本主義と社会主義』
　172頁〉）
（2）　「諸民族の政治的独立は民族自決権の達成であり，政治上の民主主義をめざす闘
　争の一部として実現されるものである。民族自決の実現は帝国主義のもとでも完全
　に可能であるけれども，しかしそれが直ちに帝国主義のくびぎからの解放を意味す
　るものでは決してないのである。」（北田芳治前掲論文同書172頁）
（3）　「現在では，発展途上諸国が工業化，経済自立化を推進するために目標とすべき
　経済規模一生産の集積の程度一，’生産の技術的水準はきわめて高’〈，帝国主義諸国
　との格差は巨大である。そのために，資金的・技術的に帝国主義の「援助」に対す
　る依存が深まり，さまざまな程度の従属が発生することになる。」（北田芳治前掲論
　文同書178頁）
（4）拙著「国際貿易と後進国問題」1973年参照。
（5）池上惇編著「現代世界恐慌と資本輸出」1973年162頁。
（6）林直道「国際通貨危機と世界恐慌」1972年29～30頁。
（7）　インドの場合を参考にあげよう。AID借款の内容をみると，1966年までの総額
　92億2300万ルヒ゜一の50％弱，45億8388万ルピーが社会的間接資本にあてられてい
　る。（拙著前掲書参照）
（8＞　「63年以来公的借款と政府保証民間輸出信用への利払いは年率12％で増加してい
　るが，　『これは開発途上諸国国内総生産の伸びのほぼ三倍，輸出増加の約二倍の速
　さである』（国連編「世界経済年報1969年」）。低開発国が1965－67年に支払．った元
　利合計の新規借入額にたいする比率は，ラテン・アメリカの場合には87％にもおよ
　んでいる。」（池上惇編著前掲書171頁）
（9）　インドの産業信用投資公社（ICICI）は外国借款を資金源に設立された産業
　金融機関で，外資系企業への融資を主たる業務としている。　（大杉一雄編「インド
　ー経済と投資環境」1968年381～90頁参照）
（IO）　「PL480からその資金（クーリー資金一引用者）への積立て累計額は，68年3
（543）　　　　　　　　　開発途上国における多国籍企業についての一考察　　53
　月現在，13億ルピーで，うち使用分は7億ルピーにのぼる。これにより，アメリカ
　資本は企業進出にさいして直接の援助をうけるが，インド人資本もアメリカ資本と
　のあいだに何らかの提携を結ぶことが有利となる。」（伊藤正二「独立後の独占資本
　の発展と経済的従属」〈中村平治編「インド現代史の展望」ユ972年130頁〉）
3　開発途上国の経済開発と多国籍企業
　戦火による破壊のなかったアメリカは，第二次大戦直後から資本の過剰に直
面していた。ヨーロッパにおける復興とそれら諸国による関税同盟から共同市
場形成への過程は，アメリカにとっては広大な投資市場としての意味をもって
　　　　　　　　∫　一
いた。だから当然のことながら，アメリカの過剰資本はまずヨーロッパにむか
っていったのである。
　アメリカの長期資本輸出のうち，直接投資の比率の高いことが他の国と異っ
た特徴をなしていたが，第二次大戦後はこの特徴がいっそう強まり，1950年の
アメリカの長期資本輸出残高17億5000万ドルのうち，11億8000万ドルが直接投
資であったが，1960年には，各々が44億4000万ドル，31億9000万ドルとなって
いる。すなわち，50年から60年への10年間で，直接投資残高は3倍弱に増加し
ている。この間に，直接投資残高にしめるヨーロッパの比率は14．8％から21％
1に増加したのであるから，アメリカの資本輸出にとってのヨーロッパ市場の役
割がいかに大きなものであるかがわかる。そしてこの間にアメリカの直接投資
にとっての最大の市場であったラテソ・アメリカはその比率を37．7％から26。3
％にさげてしまい，第1の地位をカナダ（35．1°／。V＝上昇）にゆずったのであっ
たω。
　このようなアメリカの直接投資残高におけるヨーロッパとラテソ・アメリカ
での対照的な事態の推移が，ラテソ・アメリカの投資市場としての地位を低下
しているのだと速断してはならない。1950年から65年の期間においてアメリカ
に送還された資本収益はヨーロッパでの55億ドルに対してラテン・アメリカか
らは113億ドルにも達しているのである。しかもこの期間でのラテソ・アメリ
カへのアメリカからの直接投資は38億ドルであったから，差引75億ドルのアメ
リカへの流入ということになり〔2），ラテソ・アメリカは高利潤を生みだしアメ
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リカの資本蓄積に大きく寄与することによって，投資市場として役割を高めた
とさえいえるのである。
　「低開発地域においては，投入額のほとんど3倍の資金がもちだされた。し
かも投資国は，投入額のほとんど3倍の資金を引きだすばかりでなく，これら
の地域に保有している資産の額を数倍に増加させることができたということを
よく注意してほしい。ラテソ・アメリカでは，この期間にアメリカの企業がも
っていた直接投資は，45億ドルから103億ドルに増加した。アジアとアフリカ
では，それは13億ドルから47億ドルにふえた（3）。」とマグドフは言づているが，
独占資本が先進国市場に進出していくことに対応して，その一部を構成する資
本蓄積に低開発地域での高利潤がくみこまれていっていると同時に，それぞれ
の国での利潤の再投資がおこなわれて，それらの搾取基盤がいっそう拡大され
ていることに注意しなけれぽならない。したがって，それぞれの地域でのアメ
リカの直接投資は世界市場全体において有機的関連をもって構成されていて，
世界市場全体を支配しつつ，最高の利潤を追求する戦略をもって実行されてい
るのである。これはアメリカ金融資本の世界戦略であり，その重要な一翼を担
うものとして多国籍企業が存在している。
　アメリカの金融資本はイギリスやフラソスの金融資本と異なり，その生成の
過程で他国からの資本の輸入を蓄積o源泉の重要な一部としながら急速な成長
をとげ，産業独占の海外進出をおこなうという特徴をもっていた。ただ第二次
大戦前においては，各国の植民地領有により，その世界的展開がはばまれてい
たのである。植民地体制崩壊という過程において」IMF・ガットによる支配
体制が確立され，アメリカの金融資本による世界戦略が産業独占による市場支
配として展開されることとなり，そのためのアメリカ金融資本による資本蓄積
の過程において開発途上諸国から高利潤があらためて重要な意義をもつものと
なってきたのである。
　このようなアメリカ金融資本の世界市場支配のなかで，もっとも典型的な多
国籍企業のビヘビアとして考えられるのが国際石油独占の中東支配を軸にして
　ノ
展開した世界戦略であろう。
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　世界の総生産高の約35％（1966年）をしめる中東石油の80％以上を7大国際
石油独占が支配している。中東地域の石油生産の拡大は最近10年間で5．4倍
（世界全体のそれが2倍強）に達している。だから世界全体にしめる中東石油の
地位はますます向上しているのであり，それにつれてメジャーの支配的地位も
高まっている。7大国際石油資本（メジャー）は中東における石油生産のきわ
だった高い生産性と利潤率によって，世界全域にわたってダウソスFリー一ム
（精油・販売）を支配し，さらに関連部門への投資を拡大し，また石油以外の
エネルギー資源開発への支配拡大を図りつつある。すなわち，その生産性は油
　　　　　　ノ　t井探査成功率の高さ（世界平均の3倍以上）と1油井当りの生産高の大きさ　（世
界平均の100倍）によってしめされている〔4）。このような高い生産性は，石油労
働者の賃金の低さ（クウェートではアメリカの労働者のユ8分の1）と結びついて，
極端に低いコスト（1966年のアメリカでのトソあたり生産費は520セソトでイラクのそ
れは30セソト）となって結実し，このことが法外な超過利潤を7大国際石油独占
資本にもたらしている㈲。
　中東での各石油会社の純資産価値に対する会社所得の比率は，1948年には
141％に達し，開発投資がなされ，生産の拡大がつづいていた1950～60年の時
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0期においても，その比率は57～80％を維持していたといわれる（6｝。また，197
年代になって上昇がつづきアラブ諸国では投資額に対する利益は65～114％に
なっていたという（7）。　この高率の利益率は，中東での飛躍的な生産拡大に応じ
て膨大な利潤をメジャーにもたらした。そして元来原油生産から精製・販売ま
でを支配する一貫操業企業であるメジャーは世界での石油消費の急速な拡大と
増加にともなってその支配網を全世界に拡大した。メジャーは相互に交換契約
や委託精製契約によって協力しながら市場分割をおこなうことによって石油に
関する世界市場を共同で分割・支配するカルテルとなっている。
　末端消費者にいたるまでの支配網をつくりあげるために，メジャーは年々多
額の投資をおこなったのであるが，例えぽ，スタソダード・オイルの1966年の
投資総額14億3800万ドルのうち，約50％の7億2000万ドルが精製・販売部門に
投じられているし，またロイヤル・ダッチ＝シェルの場合には石油化珊部温に
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もその投資額の3分の1弱が割当てられていた。そしてこれらのほとんどが東
半球，とくにヨーPッパにむけられていた〔8｝。こうして1971年には，スタソダ
ード・オイルは187億ドルの売上げ高で，25力国に子会社をもっているし，ロ
イヤル・ダッチ＝シェルは127億ドルの売上げで，43力国に子会社をもってい
る（9）。
　石油国際独占資本の中東での支配を軸にし，そこからもたらされる多額の利
潤をもとにして年々世界的に大規模な投資をおこない，その世界市場支配の拡
大と利潤源泉の拡大をはかるという多国籍企業の典型を考察し：きたが，この
ビヘビアはメジャーにおける特殊なものではなく，海外に進出している各国独
占資本（多国籍企業をより広義に商社，銀行まで含める）の共通の特徴であり，メ
ジャーはその典型とみるべきであろう。
　すなわち，海外直接投資の開発途上国での高利潤は中東の石油ほどでないに
しても，一般にみられることである。第1表をみると，1960年代のアメリカの
直接投資はラテソ・アメリカで11．98％，アジアで34．　17％，アプリ．カで16．56％
といずれも高い平均利潤率をしめしている。アジアの34．17％は中東の石油に
ょるものであるが，しかし中東をのぞいても極東13．17％，日本12．58％と他の
地域にくらべて高い利潤率をしめしている。
　ここでいわれている平均利潤率は，直接投資簿価に対する純収益の比率をし
めしているわけであるから，それぞれの地域における一般的利潤率をしめして
いるわけではない。したがって比率を海外への直接投資の要因としてみるわけ
にはいかない。とくに独占資本主義においては，独占価格を維持するために投
資活動に制限を加えることによって高い個別的利潤率を維持し，利潤率の平均
化をさまたげ，一般的利潤率の低落傾向を阻止しようとする傾向があらわれて
いるoq。したがって一方で独占利潤をもたらす高い利潤率が存在しながら，他
方では過剰な資本の蓄積が進行していくのである。だから現実の資本輸出は根
底には膨大な過剰資本の蓄積を基本要因としながらも様々な要因の複合的な作
用によって資本輸出が現実にはおこなわれている。第1表にしめされている指
標は，その結果として開発途上国においては高い利潤率によって多額の利潤が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　lt
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第1表　アメリカの直接投資の地域別平均利潤率
　　　　　　　　　　　　　（簿価に対する平均利潤の比率）
119・・－19s9　1　19s7－1968　i　196・－1968
全　　地　　域 13…1 1・・111 10．89
1．　カ　ナ　ダ ・・31i ・・191 7．27
2．　ラテソ・アメリカ 12・931 ll．90 11，98
3．　　ヨーロツ！e 13．90 ・・82｝ 8．30
4．その他地域 27・・61…26119．48
（以下のA，B．Cの合計）
A　ア　ジ　ア 34・27134・17
（1）中 東 59．　36 61．21
（2）極 東 一・ 13．56 13．ユ7
（3）日本を除く極東 …… 14・121 13．44
（4）日 本 11・361 12．29 12，58
B　アフ　リカ 15・621 16．56
（1）南アフリカ …… P 18・331 18．92
（2）その他アフリカ ・…・ 14・4司 15．63
C　オセアニア …… P 8．98 8．40
（1）オーストラリア 13．42 8．　78 8．　09
（2）その他オセアニア 1・・841 11．68
（出所）　国連，アジア経済年報1971年
．実現しているという事実をしめしているのである。
　ところで，開発途上国に対する先進国の直接投資がうみだす利益の実体を確
認するには，さらに2，3の要因を加えて考察しておく必要がある。第1は，
／瀾発途上国においては，現地における再投資が大きな比重をしめていて，母国
からの新たな投資はそれを差引いてみなければならない。したがって，多国籍
企業の場合，本社からみた投資利益率の概念は，この純資本流出に対する純利
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　　　　第2表　アメリカの開発途上地域向け直接投資実績（全産業）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1960～70年）　（単位100万ドル）
簿　　価 収　　益
?????? 収益の　　アメリカ
再投資　　の純投資
1960 13，47411・…　1…… ・・gl 222
196－13…51・，・6・11961 391　i 454
1962い4・25引・副26gl 44・1 290
1963い・・971・副3訓 312t 505
196・　115・・8451・・562t・呵 372｝ 425
196・い7，162t・・738117司 468｝ 833
19661　18・1381・・…　11831 55gl 474
19671　19・421　13・・4312221 4551 874
／968 21・4841・，67司5331 68411，334
1969122・13・1…2・135姐 46911・12・
197・　124・・9791・，1・41・1 82611・18・
　（出所）　中川信義「先進資本主義国の発展途上国向け直接投資の動向」85頁より作成
　　（原資料：U．S．　Dept　of　Commerce，　Trends　in　Direct　Investments　Abroadlt
　　by　U．　S．　Multinational　Corporations，1960　to　1970）
益の増加分の比率としてみなけれぽならないのではなかろうか。そこでアメリ
カの開発途上国向け直接投資実績のうちで，全産業部門に対する資本純流出と
収益増加分をみると第2表のようになる。投資活動と産業の活動は一致するも
のではないから，暦年で比較することは無意味であろう。60年代の10年間の各一
平均をとってみると，年閲約6億5400万ドルの投資をおこなうことによって，
年毎に約2億2500万ドルの収益を追加してきたことになる。母国からの資本流
出に対するその比率は34％という高率になる。
　つぎに国際収支上において直接投資として流出していくなかでの開発途上国
のしめる比率と投資収益として流入してくるなかでの開発途上国のしめる比率
を対比することによって開発途上国が先進国独占資本の超過利潤のための主要
源泉となっていることを知ることができる。すなわち，60年代のアメリカの海
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外直接投資純額での総額における開発途上国向けの比率をみると，61年28％，
62年18％，63年26％，64年18％，65年21％，66年13％，67年27％，68年41％，
69年35％となっていて，60年代末になって，3G～40％に近づいている。ところ
が受取り収益の総額にしめる開発途上国の比率をみると，61年61％，62年63％，
63年65％，64年61％，65年58％i66年580／oi　67年59％，68年60％，69年63％，
となってい・て，ほぼ60％前後をしめていたのである〔11〕。つまり全海外投資の30
％にもみたない投資でありながら，アメリカに対する収益の還流では毎年ほぼ
総額の60％の高い比率を開発途上国への直接投資がもたらしていたのである。
この収益上にしめる開発途上国の役割はアメリカ独占資本にとってはきわめて
重要なものであったといえよう。したがって開発途上国の投資市場としての地
位は高まること（独占資本の資本蓄積機構において）はあっても，低下したことは
決してなかったのである。　　　　　　　．
　アメリカの海外直接投資が開発途上国であげている高収益をいくつかの側面
からしめしたが，開発途上国全体として考察していくと，さきにあげた石油部
門の異常なまでの高収益が全体の底あげの役割をしていて一般化に疑問をもた
れるかもしれないので，ラテソ・アメリカ（第1表にみられるように60年代の平均
利潤率は高くない）の情況をみておこう（12｝（第3表参照）。1966年の直接投資のラ
テソ・アメリカにおける平均利潤率は10．4％となり，さほど高いものではな
い。しかし，すでに考察してきたように，アメリカからの資本流出との比較と
して収入受取分をとりあげてみると流出の約3倍強が受取分として流入してい
るわけで，平均利潤率だけでは確認できない高い収益性のあることをはっきり
させておく必要がある。さらに収益の流れをみると内容の異なる2つからなり
たっていることがわかる。1つは，石油をも含めた鉱業および製錬業のそれで，
この部門では再投資も含めて新たな投資がおこなわれず，ほとんどがそのまま
収益受取りとなっている。もうひとつのながれは製造業の場合であって，製造
業においては，収益の大部分が当該部門で再投資され，アメリカからの新たfa
投資と結びついて急速な拡大がなされている。しかも再投資分はアメリカから
の流入に匹敵するか，それをこえているわけで製造業自体の収益により拡大
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　　　第3表　アメリカのラテン・アメリ力向け直接投資の実績（1966年）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位100万ドル）
?????
ラテソ・アメリカ
全　　　　　　域
アルゼソチソ
　　ラ　　ジ　　ル
　　　　　　リ
　　キ　　シ　　コ
　　　　　　マ??
ヴエネズエラ
そ　　の　　他
残　　高
簿　　価
11，448
???
276
　6
89
　6
74
32
24
一47
100
収益の
再投資
轟階?????3 ・208
37
76
　3
46
ユ4
16
16
収 益
全産礁錬華剛讐
1，193
1ユ5
123
121
114
50
125
443
102
243
一1
98
16
91
28
??????
??
??
3???4
?
?3
収入受取
全産業籍錬斐
?????
ー??
234
?9
91
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　　（出所）　中川信義「先進資本主義国の発展途上国向け直接投資の動向」100頁より。
　　　（原資料：U．S．　Dept　of　Commerce，　U．　S．　Direct　Investments　Abroad　1966
　　Part　I．1970）
し，拡大された基盤の上に高い収益性を維持するという構造であるから，アメ
リカの多国籍企業本社にとっては開発途上国への進出はやはり高い収益性をも
っていると判断することができる。すなわち，開発途上国における直接投資は
資源支配によってえられる高い収益性を中心にして，その投資対象部門を製造
業にまで拡大し，収益の基盤を急速に拡大することによって，収益の総額を飛
躍的にひきあげているということができよう。
　アメリカの対外直接投資のなかで，開発途上国の製造業部門がその役割を急
速に高めてくるのは1960年代においてである。第4表においてしめされている
ように，．，1957～68年の10年間でのアメリカの直接投資増加額にしめる製造業の
比率は，ラテソ・アメリカで，ヨーロッパよりも高い59．40％という最高にな
っている。さらにアジアにおいてもイソド，フィリピソでは，ヨーロッパに匹
敵する高い比率をしめしていて，製造業に対するアメリカの直接投資が急速に
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　　　第4表アメリカの直接投資の増加額（簿価）の地域別・国別・産業
　　　　　別構成（1957～1968年）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
全　　地　　域
総　　額
1
1，　カ　ナ　ダ
100
1
2．　ヨーロツパ
3．　ラテソ・アメリカ
4．その他地域
100
100
100｛
100
A　ア　ジ　ア 100
（1）中 東 100
（2）極 東 1 100
㈲　日本を除く極東　i 100
（4）日 本
㈲　イ　ソ　ド
100
ユ00
製造業
46．　67
45．12
56．52
59．40
26，50
39．　．87
4，70
52．12
48．23
56，20
石油1全非製諜
24．94｝
17．33
22．45
7．55
53．33
54．88
43．48
40．60
45．・，　173．・・
44．19
86．87
60．13
95．30
29・26t　47・88
51．77a
（6）　フィリピソ
（7）その他極東b
B　アフリカ
（1）南アフリカ
43．80a
5β．5引 43．45a
100 53．8州
100 23．50
46，13a
76．50a
1
（2＞その他アフリカ
100 57副
100 3．09
23．・8142．・6
・オース・ラ・ア1 100
75．54
54．1・1
96．91
．ー
4r．90
　　（出所）　U．N．；Economic　Survey　of　Asia　and　The　Far　East　1970
　　a．石油を含む，b．日本，インド，フィリピンを除く全極東
のびつつあることを示している。
　これらの国ぐににおいて製造業部門は経済開発の中心的部分を構成している
のであるから，開発途上国の経済政策の最重要対象分野であり，国民経済の発
展的局面を代表しているものだといえよう。バトナイークはイソドに対するこ
うした直接投資の特徴を，植民地時代と比較させつつ，つぎのようにのべてい・
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る。
　「例えぽ，1965～66年の間において，1944のイソド人民間会社（公開・非公
瀾）のしめした成長率9．6％に対して，320の外国会社の総資本残高の成長率は
ユ3．9％であった。どの規準をもってきても，外国会社は法人部門でのイソド人
諸会社よりもより大きな利益をえている。すべての信頼すべき研究で，それら
が親会社よりもさらに多くの利益を得ていることもしめされている。したがっ
て，イソド資本と提携し，しぼしばそれを支配している外国資本は，イソド経
済のもっとも利益が多く，躍動的な部分に対しての戦略的掌握をなしとげたよ
うにみえるu3）。」
　バトナイークのいう成長率が高く，利益が多く躍動的な部分とは製造業のこ
とであるll4）。彼は同じ論文のなかで，外資との提携協定1051件（イソド準備銀行
調査）のうちの1006件が製造業であることを指摘して，技術的にすすんだ最も
躍動的な分野に外資が進出しようとしていることが，植民地時代の外資進出と
根本的に異なる特徴のひとつであるとのべているas。
　このような新しい特徴となっている開発途上国に対する外国資本，とくに産
業独占による直接投資は，これら地域の新興独立諸国が先進資本主義諸国，と
くにアメリカの経済援助に依拠しながら経済開発を促進していることを条件に
しで1q，そのもっとも中心的部分を構成する製造業部門を主たる対象としてい
るのである。したがって，これら諸国における工業的発展に外国資本，とくに
先進諸国の産業独占の進出が大きな役割をはたしているのである。ここでは主
としてアメリカの対外直接投資をみてきたが，それはとくにアメリカの多国籍
一企業進出が60年代には目立っていたからである。すなわち，対外直接投資によ
って実現していく「国際生産」と輸出額を国ごとに比較してみるとつぎのよう
・になっている。1971年のアメリ・カの対外直接投資による国際生産は，輸出の約
　　　　　　4倍の規模に達しているが，同年の西ドイツと日本は，各々37．4％，37．5％で
』しかなかった。イギリス，スイス，フラソスはその中間にあって2．1倍，2．3倍，
“93．5％となっていた（11。つまり，アメリカは西ドイツ，日本と異なって，資本
輸出によって対外進出をおこなってきたのであり，貿易においては，アメリカ
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は他の国々の進出によってその進出が阻まれていたといえよう。このことは，
アメリカにとっては第二次大戦の直後から資本の過剰が顕著にあらわれていた
のであり，ヨーロッパの場合には，第1表からもわかるように，1950年代にお
かてはまだ資本の過剰は顕著ではなかった。ところが，60年代になると，西ド
イツ，日本の対外直接投資の成長率がアメリカのそれよりも高くなってきて，
しだいに資本輸出による対外進出の速度をはやめている〔8）。換言すれば，60
年代，と、くにその後半からは，アメリカにつづいて，西ドイツ，日本，フラソ
ス，イタリア，さらにはすでに一定の地盤を開発途上国にきずいているイギリ
スなどの産業独占が開発途上国に進出し，多国籍企業化が促進される事態がお
こってきている。ヨーロッパや日本に資本過剰がはっきりあらわれてきている
．以上，開発途上諸国は市場分割競争の場として，よりはげしい多国籍企業の進
出に遭遇することが不可避となっている。
（1）池上惇編著「現代世界恐慌と資本輸出」1973年，70～72頁。
（2）　H・マグドブ著小原敬士訳「現代の帝国主義」1969年，231頁。
（3）H・マグドブ著前掲書231頁。
く4）ジャック・クー．ラン，ジャン・チボー「石油と民族独立」（「アジア・アフリカ経
　済特報」第121号1972年1月）
⑤　　「こうした異常に高い特別地代ともいうべき高性能の油井の存在が，それを支配
　する国際石油独占資本をして超過利潤を引きださせる源泉の一つになっている」
　（寺本光朗「中東紛争をめぐるアメリカの石油戦略（上）」〈「経済」！974年3月号〉）
く6）エディス・T・ペンローズ著木内暁訳「国際石油産業論」1972年，267頁。
〈7）　ジャック・クーラン等前掲論文
く8）　エディス・T・ペンローズ著，前掲書120～133頁。
〈9）　U．N，　op．　cit．，　p，130．
KiO）　「独占資本主義のもとで，単位当たりの生産費用は下方傾向を示し，技術革新へ
　の強力な刺激があったということは疑いない。だが，独占は費用を削減する一方で
　極端な高価格を維持し続けるから，独占を合理的進歩的体制とみなすことはできな
　い。しかも，独占が推進する生産性は，万人の所有に帰することなく，少数の所有
　tc帰するにすぎない。すなわち，利潤率は増大し，国民所得中の利潤比率が増大す
　る。利潤率低落という19世紀的な構図に反して，独占資本主義のもとでは巨大企業
　は高い利潤率を維持することができたのである。」（ハワード・シャーマン著宮崎犀
64　明大商学論叢　　　　　　　　　　　　　　（554）
　一・高須賀義博訳「革新の経済学」1974年164頁）「部門内諸企業相互の協調によ
　る価格つり上・げを継続的なものとするためには，参入可能な資本との潜在的競争を
　制限することが不可欠である。これを可能とする条件は，高い参入障壁である」
　　（北原勇「独占体の市場支配と管理価格政策」＜島恭彦他編「新マルクス経済学講
　座3帝国主義と現代」1972年193頁〉り
㈹　辻忠夫「戦後アメリカ資本輸出の諸特徴について」　（「経済学論叢」第21巻第3・
　4号1973年）
⑫　中川信義「先進資本主義国の発展途上国向け直接投資の動向」　（大阪市立大学経
　済研究所「国際経済協力と発展途上国」）参照
（13）　Prabhat　Patnaik‘‘lmperialism　and　the　growth　of　Indian　capitalism”
　（Roger　Owen＆Bob　Sutcliffe　ed．；Studies　in　the　theory　of　Imperialism，
　1972，　pp．223～4）
⑭　「この期間（1964～65年と1969～70年の間一引用者）の製造業における付加価
　値は海外子会社の場合には年率平均18％で増加したが，一方少数派合弁会社の場合
　の成長率は年率32％であった。これにくらべて工業生産指数で示されている同一期
　間におけるインドの工業生産の年成長率は，4．5％であった。」（‘‘People’s　Demo－
　cracy　Sept．15，　1974）
（1ゆ　P，Patnaik，　op．　cit．，p．218．
㈹　　「資本輸出の可能性は，一連の後進諸国がすでに世界資本主義の取引にひきいれ
　られ，鉄道の幹線が開通するか建設されはじめ，工業発展の初歩的条件が確保され
　ている，等々のことによってつくりだされる。」（レーニン「帝国主義論」＜国民文
　庫版＞81頁）このレーニンの指摘は，現在では大規模な援助によるインフラストラ
　クチャー建設であり，開発途上国にとっての本源的蓄積の役割をもそなえているも
　のとして理解すぺぎように思う。しかしそれは多国籍企業による帝国主義国での集
　中的蓄積に結びついているが故に，開発途上国にとっての本源的蓄積とはなりえな
　い側面をもっているのである。　（宮崎犀一「経済理論の〈国際的〉契機と経済史の
　く国際的〉契機」参照）
（17）　U，N．；op．　cit．，P．玉59．
⑯　U．N，；op．　cit．，p．173．
4　新しいナショナリズムの台頭
　　　　一結びにかえて一
　開発途上国における多国籍企業の活動と，それによってひきおこされている
澗題はきわめて広範におよんでいると同時に，その問題のもつ内容の深さもは
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かり知れないものがある。ここでは主として対外直接投資の状況，とくにアメ
リカのそれにそくして考察してきたのであるが，問題はその基盤の上にひきお
こされてくる国家権力に対する多国籍企業の影響力，さらに多国籍企業の発展
と深い関係のある集団的植民地主義やそれの中軸となっているパックス・アメ
カーナを支えるアメリカの国家権力を中心とした世界的諸権力の体系，そのも
とでの新輿諸国の独立国家の役割，等……「ブルジョア社会の総括」といわれ
る国家認識の修正をもせまる問題さえ提起されているように思われるω。
　このように考えてくると，開発途上国の経済自立の根本にもういちどたちか
えり，検討することが必要になってきているようにも思える。まさに多国籍企
業は開発途上国をのみこんでしまいかねない規模であり②，またその経済を「分
工場」経済3）として解体しかねない力をもっており，さらに農業，情報，観光，
さらに第3次産業全般にわたって産業そのものの創設をおこないつつ（4），国民
生活を支配しかねないのである。
　多国籍企業がこうして開発途上国の国家権力の基盤をしだいにほりくずし，
その権力を空洞化していこうとする傾向（5）を一方でもっているということは，
また他方では，これら諸国において国家権力をふたたび民族的結集の上に編成
がえし，より強力なものにしていこうとする勢力をもつくりだしていくという
ことにもなっている〔6）。多国籍企業の活動が開発途上国においてますます拡大
していけぽいく程，新しいナショナリズムを形成していく基盤もまたますます
強固なものになっていくω。
　ところで，このようなナショナリズムの実像を認識するためには，それぞれ
の地域や国においての具体的な分析を必要とするであろうし，それは単に帝国
主義的進出一般の部分を構成している多国籍企業の活動を問題にするだけでな
く，個別＝多国籍企業進出をつねに一般＝帝国主義的進出のなかに正しく位置
づけつつ分析をすすめる必要がある。このような意味において，いくつかの局
面にわけて機会を改めてさらに論じることとし，ひとまず筆をおきたいと思
う。
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（1）　「ここで注目したいのは．7現代の独占資本の発展が，国家主権や国境を否認する
　方向にすすむことによってしか発展できないということの経済的意味であり，さら
　にしかも，アメリh．の「多国籍企業」そのものがアメリカ国家からはなれられない
　ような状況のもつ経済的意味である。それは直接にさまざまな経済的矛盾を生みだ
　し，経済的危機を深化させてゆく。」（北田芳治「多国籍企業と世界資本主義」＜岡
　倉古志郎編「現代日本資本主義1世界と日本」1974年160頁〉）
（2）（1）販売高からみたユ971年における上位15社の多国籍企業は1位のゼネラルモータ
　ーズの282億6400万ドルから15位のフィリップスの51億8900万ドルまで開きがある
　が（同年のタイ国の国民所得が63億ドルである），子会社をもつ国数ではいずれも
　20数力国以上におよび，その超多国籍ぶりをしめしている。なかでもIBM（80力
　国），モービル（62力国），ガルフ（61力国），BP（52力国），ロイヤル・ダッチ・シ
　ェル（43力国），ITT（40力国）が群をぬいている。（U．　N．；op．　cit．，p．130）（2）
　開発途上国における生産面からみた，多国籍企業による国際生産は1500億ドル程度
　で，GNP総計の1／3をしめていると推定されている。（3）多国籍企業による国際生産
　の年間成長率はほぼ10％におよんでいて，開発途上国の成長率にくらべると2～4
　倍にまで達していると考えられる。　（ジャド・ポーク「多国籍化の政策課題」〈米
　国議会合同経済委員会編「多国籍企業の将来」1972年39－40頁〉）
（3）　「カナダの資源および第一次製造業の3分の2は外国資本によって支配され，第
　二次製造業の約5分の4は外国資本の支配下にある。外国資本の約5分の4は米国
　資本である。」「カナダの資源と産業が外国資本によって所有されている事実は深刻
　かつ広汎な影響を及ぼしている。経済の支配権を失うことは現代の技術社会の核心
　のコントロールを失うことである。広汎な外資支配はカナダ経済を分工場の経済に
　してしまった。」（M・H・ワトキンス「カナダがおかした失敗」＜米国議会合同経
　済委員会編前掲書1972年199－200頁〉）
（4）　これらの点についての素材が次の労f乍にみられる。Louis　Turner；Multination－
　al　Companies　and　the　Third　World，1973．
（5）　「現代の資本主義の発展の核心となるものは，もはや鉄鋼業，繊維産業というも
　のではなく，エレクトロニクス等の高等技術産業であるが，たとえばIBMの支配
　的地位からもわかるように，いわば各国経済の「管制高地」をアメリカ独占によっ
　て握られているということを意味する。その意味で，各国の国民経済の主体性，あ
　るいはそのまとまりが失われてくる。」（北田芳治前掲論文く前掲書150頁〉）
、（6）多国籍企業はナショナリズムを否定するところになりたつ。　「国際企業は，各国
　間の経済的ナショナリズムを打破する上で強力な武器である。それゆえにこそ，国
　際企業は，自国の運命を完全に自分の手で決定しようとする受入れ国に対して，重
　大な問題を投げかけている。」（ジョン・H・ダニング「米系企業と英国経済」＜米
　国議会合同経済委員会編前掲書79頁〉）
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〈7）　多国籍企業は国際的独占の帝国主義的進出と開発途上国との民族的矛盾を深化さ
　せる。例えば雇傭問題で外国からの投資が一時的に解決の方向に成果をあげている
　ようにみえるが，他方で家内工業の没落による新たな失業をうみだし，さらに都市
　と農村の所得格差，労働人ロの都市への急速な移動，など新たな経済的諸問題をひ
　ぎおこしているが，これは帝国主義国と開発途上国との間における民族的矛盾のよ
　り広汎で深刻な新たな展開をみることができよう。　（国際連合編「アジア経済年報
　ユ972年」1974年参照）
